
Ｈ ・ Ｒ　　　　　年　　　　　月　　　　　日

Ｈ ・ Ｒ　　　　　年　　　　　月　　　　　日

Ｈ ・ Ｒ　　　　　年　　　　　月　　　　　日

＜基本項目＞ ✓　該当する項目をチェックしてください。
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－ 個別に調整

週35時間以上（週5日かつ1日7時間以上等）の就労を常態としている

親族の
介護・看護

災害復旧

週30時間以上（週5日かつ1日6時間以上等）の就労を常態としている

週25時間以上（週5日かつ1日5時間以上等）の就労を常態としている

週20時間以上（週4日かつ1日5時間以上等）の就労を常態としている

週15時間以上（週3日かつ1日5時間以上等）の就労を常態としている

週12時間以上（週3日かつ1日4時間以上等）の就労を常態としている

週40時間以上（週5日かつ1日8時間以上等）の就労を常態としている

求職活動

就学

社会的擁護が必要

保護者の
疾病、負
傷、障害

疾病など

障害

治癒するま
での期間。
保育理由証
明書【Ｄ】が

必要。

治癒するま
での期間

就学（受講）
期間内

職業訓練校、専門学校、大学等で週35時間以上（週5日かつ1日7時間以上等）就学している場合

病人や障害者（児）の介護・看護や入院・通院・通所の付添いのため、週20時間以上（週4日かつ1日5時間以上等）保育が困難な場合

上記を除き、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳の交付を受けていて、保育が困難な場合

病人や障害者（児）の介護・看護や入院・通院・通所の付添いのため、週40時間以上（週5日かつ1日8時間以上等）保育が困難な場合

病人や障害者（児）の介護・看護や入院・通院・通所の付添いのため、週35時間以上（週5日かつ1日7時間以上等）保育が困難な場合

病人や障害者（児）の介護・看護や入院・通院・通所の付添いのため、週30時間以上（週5日かつ1日6時間以上等）保育が困難な場合

病人や障害者（児）の介護・看護や入院・通院・通所の付添いのため、週25時間以上（週5日かつ1日5時間以上等）保育が困難な場合

病人や障害者（児）の介護・看護や入院・通院・通所の付添いのため、週12時間以上（週3日かつ1日4時間以上等）保育が困難な場合

震災、風水害、火災その他の災害により家屋の復旧に当たっている場合

求職活動

職業訓練校、専門学校、大学等で週40時間以上（週5日かつ1日8時間以上等）就学している場合

令和７年度

 こども園 ・保育所（園）
子どもの

氏名
(連名可）

クラス
年齢

子どもの
生年月日

保育利用調整基準

週40時間以上（週5日かつ1日8時間以上等）の就労を常態としている

週35時間以上（週5日かつ1日7時間以上等）の就労を常態としている

小分類

就労
(内定を
含む)

居宅外
就労

（雇用・自
営）

居宅内
就労

（自営）

居宅内
就労

（内職）

週30時間以上（週5日かつ1日6時間以上等）の就労を常態としている

週25時間以上（週5日かつ1日5時間以上等）の就労を常態としている

週20時間以上（週4日かつ1日5時間以上等）の就労を常態としている

週15時間以上（週3日かつ1日5時間以上等）の就労を常態としている

週12時間以上（週3日かつ1日4時間以上等）の就労を常態としている

週40時間以上（週5日かつ1日8時間以上等）の就労を常態としている

週35時間以上（週5日かつ1日7時間以上等）の就労を常態としている

週30時間以上（週5日かつ1日6時間以上等）の就労を常態としている

週25時間以上（週5日かつ1日5時間以上等）の就労を常態としている

週20時間以上（週4日かつ1日5時間以上等）の就労を常態としている

週15時間以上（週3日かつ1日5時間以上等）の就労を常態としている

週12時間以上（週3日かつ1日4時間以上等）の就労を常態としている

職業訓練校、専門学校、大学等で週15時間以上（週3日かつ1日5時間以上等）就学している場合

職業訓練校、専門学校、大学等で週12時間以上（週3日かつ1日4時間以上等）就学している場合

母の出産予定月の前2ヶ月～後2ヶ月

入院又は自宅で治療や安静のため常に病臥している場合

通院治療を行い、常に安静を要するなど、保育が困難な場合

上記を除き、疾病などにより保育に支障がある場合

身体障害者手帳1～2級、精神障害者保健福祉手帳1級、療育手帳Aの交付を受けていて、保育が常時困難な場合

身体障害者手帳3級、精神障害者保健福祉手帳2級、療育手帳B１の交付を受けていて、保育が著しく困難な場合

病人や障害者（児）の介護・看護や入院・通院・通所の付添いのため、週15時間以上（週3日かつ1日5時間以上等）保育が困難な場合

職業訓練校、専門学校、大学等で週30時間以上（週5日かつ1日6時間以上等）就学している場合

職業訓練校、専門学校、大学等で週25時間以上（週5日かつ1日5時間以上等）就学している場合

職業訓練校、専門学校、大学等で週20時間以上（週4日かつ1日5時間以上等）就学している場合

児童や保護者の生命の維持等のため、保育の緊急性が高いと認められるとき

複数種類の保育理由が提出されている場合は、各
保育理由のうち、最も点数の高くなる保育理由に
て利用調整を実施します。

妊娠・出産



＜加減算項目＞ ※複数選択可　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　✓　該当する項目をチェックしてください。

点数 備考
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－
施設と保育
幼稚園課で

調整

－
保育幼稚園

課と協議

 ※１．保育料の滞納等がある場合は市保育幼稚園課と協議が必要です。

＜同点の場合の優先順位＞

順位

1

2

3

4

5

6

7

施設の受け入れ可能人数を超える申し込みがあった場合の利用調整手順

 ① 保護者それぞれの状況を、該当する「基本項目」のいずれかにより点数化します。

 ② ①に、該当する「加減算項目」を加え、点数の高い子どもから順に利用を決定します。

第１希望の施設が利用できない場合

 ・第２希望以下の施設での利用調整となります。

 ・利用調整結果として利用できる施設が無い場合、利用調整時の点数順で「空き待ち」となります。

（注意）

大和高田市役所　子育て支援室　保育幼稚園課

お問い合わせ

電話　０７４５－２２－１１０１

入所児童の状態等を勘案し、施設への入所（園）が難しいと判断される場合

該当

－

入所（園）を希望する子どもに障害がある場合（集団での保育が可能と認められる場合に限る）

異なる施設を利用しているきょうだいが同じ施設の利用を申請する場合

※１ 保育料や給食費の滞納がある場合
保育料の滞納額１万円ごとに「－２点」、給食費の滞納額1,000円ごとに「－２点」の減点調整
(例）
保育料で40万円、及び給食費で1万円の滞納がある場合、「－２点　×　５０」となり「－100点」の減点調整
となります。

保護者が大和高田市内の保育所・こども園で勤務する保育士等（見込みの場合を含む）
※右記点数はフルタイム職員の場合とし、パート職員の場合は勤務時間によって点数を調整

生計維持者が失職中で、早急に就労する必要がある場合（ひとり親も含む）
※失職した時期が令和6年8月1日以降である場合に限る。

項目

ひとり親家庭

生活保護世帯（就労による自立支援につながる場合等）

希望する施設にきょうだいがすでに在籍しており、新年度も継続して利用する場合

ひとり親世帯または単身赴任等

生活保護世帯（就労による自立支援につながる場合等）

きょうだいと同一施設の利用が見込める場合

入所（園）を希望する子どもに障害がある場合（集団での保育が可能と認められる場合に限る）

就労時間等が長い（保育理由証明書により保育を必要とする時間が証明されている場合）

項目

保護者の単身赴任等

就学前子どもが複数いる世帯（妊娠中の場合を含む）

65歳未満の祖父母が同居（減点項目。祖父母の保育理由証明書の提出があれば、その点数により調整）
※求職活動の理由による減点調整は不可

希望する保育所等に入所できない際に、育児休業の延長も許容できる場合

「就労予定申立書」による利用は３ヶ月間の期限付き利用となるため、３ヶ月を過ぎても求

職中の場合、退所（園）となります。

 ③ ②の結果同点となった場合、「同点の場合の優先順位」の順位が高い項目に該当する子ど

　　もから順に、利用を決定します。

自宅から施設までの距離が近い（災害・緊急時対応のため）

社会的擁護が必要な場合


